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令和元年度市町村普通会計決算の概要 

本資料は、鳥取県内市町村（一部事務組合及び広域連合を除く(19団体) ）の普通会計決算の状況を取りまとめたものです。 

 
歳 入 

歳 出 

決算収支 

歳入総額は、前年度を４７億５９百万円上回る３，２７６億８４

百万円となった。 

歳出総額は、前年度を５４億１７百万円上回る３，１９２億３１

百万円となった。 

実質収支は黒字で、黒字額は前年度を１億３２百万円上回る 

７０億６７百万円となった。なお、実質収支が赤字の市町村はな

かった。 

１ 歳入 

主な増減内訳は、国庫支出金の増加（４０億８５百万円増）、県支出金の増加（１８億６２百万

円増）、地方特例交付金等の増加（１１億２２百万円増）、地方債の減少（１５億８５百万円減）、

地方消費税交付金等各種交付金の減少（９億２７百万円減）である。 

 増要因としては、国庫支出金について、ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金が増加した

こと、地方特例交付金等について、子ども・子育て支援臨時交付金の創設により増加したこと、

などが挙げられる。 

減要因としては、地方消費税交付金について、曜日の関係により１か月分が令和２年度の歳入

となることで減少したこと、地方債について、公共施設整備事業に係る過疎対策事業債等が減少

したこと、などが挙げられる。 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

２ 歳出 

主な増減内訳は、貸付金の減少（２８億７２百万減）、普通建設事業費の増加（３５億２１

百万円増）、物件費の増加（２９億６８百万円増）である。 

 増要因としては、普通建設事業費について、鳥取市の市庁舎整備事業費が増加したこと、物

件費について、鳥取市のプレミアム付商品券発行事業費が増加したこと、などが挙げられる。 

減要因としては、貸付金について、鳥取市の地域総合整備資金が減少したこと、などが挙げ

られる。 



 

 

 

 

３ 決算収支 

(1) 実質収支は１億３２百万円増加し、７０億６７百万円の黒字となった。一方、実質単年度収

支は２２億６２百万円増加し、９億９２百万円の黒字となった。 

(2) 実質収支が赤字の団体は、なかった（平成３０年度もなし）。 

区  分 令和元年度 平成３０年度 対前年度増減 

実質収支 ７０億６７百万円 

実質単年度収支 ９億９２百万円 

６９億３５百万円 

 ▲１２億７０百万円 

 

＋１億３２百万円 

＋２２億６２百万円 

４ 財政構造の弾力性 

(1) 経常収支比率は、全体で０．２ポイント上昇し、９０.５％となった。そのうち人件費充当は、

全体で０．２ポイント低下し、２２．４％となった。 

(2) 実質公債費比率は、全体で０.４ポイント低下し、１０．６％となった。 

区  分 令和元年度 平成３０年度 対前年度増減 

経常収支比率 ９０．５％  ９０．３％  ＋０．２

    うち人件費充当 ２２．４％  ２２．６％  －０．２ 

実質公債費比率 １０．６％  １１．０％  

※ 詳細は別紙のとおりです。 

－０．４

   


